









































































































































































































































































































































































































4 金鎮「女性の所得保障に対する再検討―所得保障制度の制度間考察を通じて―」社会福祉学 48巻 3号
（2007年）14頁。
5 金・前掲注（4）論文 5頁。
6 竹中康之「公的年金と女性」日本社会保障法学会編『講座 社会保障法 第 2巻 所得保障法』（法律
出版社、2001年）138頁。
7 堀勝洋『年金制度の再構築』（東洋経済新報社、1997年）69頁。





































































































































































男性 女性 男性 女性 男性 女性
1961年 710 868 5 123 996 454
1965年 753 966 9 168 1227 598
1970年 849 1102 18 292 1483 731
1975年 891 1113 28 556 1616 739
1980年 903 1070 35 751 1718 792
1986年 902 993 3 1090 1817 853
1990年 814 905 4 1191 2070 1013
1995年 916 959 4 1216 2224 1092
2000年 1054 1071 5 1148 2151 1060
2005年 1101 1089 10 1083 2174 1128
2010年 992 947 11 993 2224 1217













第一号 第二号 第三号 第一号 第二号 第三号
1961年 41.5% 58.2% ― 60.1% 31.4% ―
1965年 37.9% 61.7% ― 55.8% 34.5% ―
1970年 36.1% 63.1% ― 51.9% 34.4% ―
1975年 35.1% 63.7% ― 46.2% 30.7% ―
1980年 34.0% 64.7% ― 40.9% 30.3% ―
1986年 33.1% 66.8% 0.11% 33.8% 29.1% 37.1%
1990年 28.2% 71.7% 0.14% 29.1% 32.6% 38.3%
1995年 29.1% 70.7% 0.13% 29.4% 33.4% 37.2%
2000年 32.8% 67.0% 0.16% 32.7% 32.3% 35.0%
2005年 33.5% 66.2% 0.30% 33.0% 34.2% 32.8%
2010年 30.7% 68.9% 0.34% 30.0% 38.5% 31.5%

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































的な過程については、1985年 4月 24日午前の第 102回国会参議院本会議において可決さ
れ、直ちに当日午後衆議院に回付され107、同院本会議で可決のうえ「国民年金等の一部を

























































































































































































































































































































































































































自営業者等 被用者の妻 一般被用者 公務員等


































































































































































128 岩村正彦「社会保障における世帯と個人」岩村正彦・大村敦志編『融ける境超える法 1 個を支える
もの』（東京大学出版会、2005年）282頁。






























































































133 女性の年金のあり方に関する検討会（第 4回）議事録（http://www.jca.apc.org/~ym-jauw/No4.htm, last
visited 4 Jan.2016）。























































138 女性の年金のあり方に関する検討会（第 4回）議事録（http://www.jca.apc.org/~ym-jauw/No4.htm, last
visited 4 Jan.2016）。




















































































148 内閣府税制調査会『わが国税制の現状と課題―21世紀に向けた国民の参加と選択―』（平成 12 年７
月）（http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/zeichof07.pdf,last visited 4 Jan.2016）92 頁。
149 具体的には、配偶者特別控除とは、年間所得（合計所得金額）が 1000 万円以下の居住者（納税者）




















































































































































































































































169 笠木映里「医療・年金の運営方式―社会保険方式と税方式」日本社会保障法学会編 『新・講座 社



















































































































































































































































































































1986 1093 3383 32.3
1990 1179 3423 34.4
1995 1220 3497 34.9
2000 1153 3481 33.1
2005 1092 3376 32.4
2009 1021 3201 31.9




















































































































第 案 第三号被保険者に係る保険料負担を負担能力に応じて負担 妻の定率負担
第 案 第三号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担 妻の定額負担
第 案 第三号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担 夫の定額負担
第 案 第三号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担 夫の定率負担
205 衣笠・前掲注（8）論文 56頁。
206 厚生労働省「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金のあり方に関する検討会 報告書～女性





































































（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/05/s0513-4a.html#6,last visited 4 Jan.2016）。
211 厚生労働省「年金改革の骨格に関する方向性と論点」













































法 －負担調整案」が 23.1％、「方法 －年金分割案」が 22.9％と続いている。これに






























































































































































































































































































月 1日の時点で、65歳以上の生活保護制度被保護人員は 55万 6380人、うち年金受給者





































































































年度 生活保護基準改定率 基礎年金改定率 消費者物価
1984年は 100とする 1984年は 100とする 1984年は 100とする
1986年 105.5 103.8 102.6
1990年 116.3 113.6 109.1
1992年 124.0 121.0 114.5
1994年 128.7 124.5 116.8
1996年 130.9 130.9 116.8
1998年 135.0 133.3 119.6
2000年 135.5 134.0 118.4
2002年 135.5 134.0 116.5
2004年 134.1 132.4 116.2




















1級地 1 1級地 2 2級地 1 2級地 2 3級地 1 3級地 2
老齢単身世
帯（68歳女）
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































雇用者 39704 43046 48605 51147 50838 53263 53537
正規雇用 33009 34565 38062 38542 34557 34324 33110
非正規雇用 6695 8498 10532 12590 16206 18899 20427
非正規雇用率 16.9 19.7 21.7 24.6 31.9 35.5 38.2
男
雇用者 25186 26683 28971 30157 29245 29735 29292
正規雇用 23101 24256 26100 26787 24412 23799 22809
非正規雇用 2085 2427 2862 3358 4780 5911 6483
非正規雇用率 8.3 9.1 9.9 11.1 16.3 19.9 22.1
女
雇用者 14518 16379 19634 20990 21593 23528 24246
正規雇用 9908 10309 11962 11755 10145 10526 10301
非正規雇用 4610 6070 7670 9231 11426 12988 13945





正規雇用率 58.2 56.3 53.7 52.4 48.0 44.7 42.6
非正規雇用率 5.3 5.6 5.9 6.6 9.4 11.1 12.1
合計 63.4 62.0 59.6 59.0 57.5 55.8 54.7
女
正規雇用率 25.0 23.9 24.6 23.0 20.0 19.8 19.2
非正規雇用率 11.6 14.1 15.8 18.0 22.5 24.4 26.0


























































































































































































































































































































































































































































2 短時間労働者等に対する厚生年金の適用 資料 V-2-1 年金保険（医療保険）における被保険者の区
















































































 職務の内容（業務の内容及び責任） 配置（人材活用の仕組みや運用） 労働契約の期
間（期間の定めのない労働契約を締結している、反復更新を含む）が「通常の労働者」と




































と 配置（人材活用の仕組みや運用）を満たす者は 2.1％、要件 のみを満たす者も、8.1％
にすぎなかった376。
376 厚生労働省「平成 23年パートタイム労働者総合実態調査の概況：事業所調査」




























































































































































（http://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2001/syakaihosyou/syakaihosyou.html, last visited 4 Jan.2016）。
384 首相官邸「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針概要」




























（http://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-4e2.html, last visited 4 Jan.2016）。
386 厚生労働省「年金改革の骨格に関する方向性と論点（概要版）」
























































389 参議院（http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/159/pdf/s031590301590.pdf, last visited 4
Jan.2016）。
390 厚生労働省「パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ」
（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/dl/s0306-10e-02.pdf, last visited 4 Jan.2016）。
209




















（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/dl/s0306-15a.pdf, last visited 4 Jan.2016）。
392 厚生労働省「パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ報告書」



































































































は 2012年 3月にまた国会に提出された。その後、6月 15日に法案の修正案は民主党・自
民党・公明党の三党が合意し、三党が共同提出という形で、まともな審議もしないまま、
6月 26日に衆議院で可決された。そして、参議院でも十分な政策議論が行われず、三党






































































する法律案」(平成 24年 8月 10日成立・ 22日公布 平成 24年法律第 62号)





















年 10月 1日から施行される。要するに、前述した国会論議の発言によって、現行の週 30
時間以上の加入要件を、20時間以上まで改正されるのは今回の改正に一番大きな注目点
である。
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